
1 

  

期 日  令和６年７月25日（木） 

場 所  茨城県庁舎11階 経営事項審査会場 
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（資料の確認等は省略） 

○委員 

 それでは、始めたいと思います。 

 まず、議題(１)令和５年度の発注状況についてということで、こちら、事務局のほうから

のご説明をお願いしたいと思います。 

○事務局 

 ×××でございます。 

 着座にてご説明させていただきます。よろしくお願いいたします。 

 お手元の資料に沿いまして、令和５年度の県発注工事の状況をご説明させていただきま

す。 

 ３ページあたりがちょっと細かいので、iPadのほうでご確認するのが細かいようであり

ましたら、こちらのディスプレーのほうをご覧いただければと存じます。 

 それでは、資料１、３ページの総括表(県全体)をご覧願います。 

 調査対象は、地方自治法施行令及び財務規則により競争入札となります予定価格が250万

円を超える工事でございます。 

 １段目の総契約件数、下側にございます一般競争入札、指名競争入札、随意契約を合わせ

た令和５年度につきましては、合計が2,779件、平均落札率は94.1％と、令和４年度と比較

いたしまして、全体の件数は36件ほど、やや減少している状況でございます。 

これは、昨年度６月、９月の豪雨災害によります災害復旧関連の土木部発注工事が増加しま

したという一方で、営繕工事等のトイレ洋式化等の事業が終了した教育庁発注工事の件数

が割と大きく減少したことによりまして、全体としては若干の減少となってございます。 

 入札方法別に令和５年度の落札率を見てみますと、一番下の行の令和５年度、Ｒ５とござ

います1,995件の隣の数字、ブルーのところになりますが、一般競争入札が93.9％、指名競

争入札が、真ん中のブルーのところでございますが、94.4％、随意契約が98.9％となってご

ざいます。 

 この落札率につきましては、令和４年度の国土交通省の全都道府県の競争入札に付され

た調査結果というものがございまして、こちらと見比べますと、全国平均では93.9％、関東

甲信越では94.8％となっておりまして、本県の落札率は、おおむね同程度のものと判断して

ございます。 

 次に、１段目の中央の列をご覧いただきますと、総契約件数の応札可能業者数、あらかじ

め競争性を確保できる事業者数、原則30者としてございますが、こちらについては、令和５

年度は36.3者と、前年度の35.6者とほぼ同数となってございます。 

 実際に入札に参加した業者数は6.8者となってございますが、前年度の6.7者とほぼ同様
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の競争性が保てているものと考えております。 

 ２段目以降の一般競争入札、指名競争入札、随意契約の入札方法ごとの内訳は、記載のと

おりでございます。 

 なお、平成24年度に制度の改正、見直しを行いまして、一般競争入札の下限範囲を3,000

万円以上から1,000万円以上に引き下げたこと、地域要件設定の地域ブロックの拡大や一般

競争入札の応札可能業者数をそれまでの20者から30者以上に拡大したこと、指名競争入札

についても、指名業者を８者から12者に拡大したこと、以上によりまして、制度見直し以降、

参加業者数はほぼ同数の傾向でございます。 

 次に、４ページの部局別の総括表をご覧願います。 

 細かい数字で恐れ入りますが、こちらのディスプレーのポインタのほうもご覧いただけ

ればと思います。 

 令和５年度は、左から、部局名、年度、一般競争入札、指名競争入札、随意契約とお示し

してございます。 

 左側の列の一般競争入札では、一番左の列をご覧いただきますと、1,995件、うち公共事

業所管部局である、中段左の部局のところをご覧いただきますと、農林水産部、土木部、企

業局の３部局で、ここにはお示ししていないのですが、合計しますと約92.2％、全体の1,995

件中の1,839件を占めております。 

 落札率なのですが、中段の左の部局のうち農林水産部が96.0％で、前年比較0.1ポイント

減少、下段の土木部が94.2％で0.1ポイント減少、その下段左側の企業局が94.8％で0.1ポイ

ントやや減少となってございます。 

 競争性を確保するのに必要な応札可能業者数につきまして、実際の入札参加業者数は、３

部局とも前年度とほぼ同数の状況となってございます。 

 真ん中ほどなのですが、指名競争入札につきましても、合計721件のうち、土木・農林・

企業局３部局で75.2％、これは全体の721件のうちの546件を占めまして、落札率は、農林水

産部・土木部は同数、企業局で0.3ポイント上昇してございます。 

 一番右の列、随意契約につきましては、その右下をご覧いただきますと、合計で63件と、

昨年度27件と比べて36件増と、件数は増加してございます。これは、先ほど申し上げたよう

な昨年度の豪雨災害による応急復旧対応による土木部の発注件数が増加したものとなって

ございます。このため、全体の落札率は1.5ポイント上昇してございます。 

 次に、５ページからは、各部局の内訳でございます。 

 主なものを説明いたします。 

 ここから２枚ほどページを送っていただきまして、９ページ、保健医療部の総括表をご覧

ください。 

 ×××所の落札率が32.7％という状況で、かなり低い状況となってございます。これは、

施設内のＬＥＤ照明化の更新をする電気工事であり、発注課の×××での確認状況として
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は、原材料費を安価に仕入れることができる業者が落札したという理由の中で、低落札にな

ったと思われるとの回答がございました。 

 

 また、落札者の次に低い金額で参加した業者の入札金額率は、約43.7％とのことでした。 

 なお、低入札価格調査制度や最低制限価格制度といったダンピング対策の適用は未実施

ということでございました。 

 次に、ここから２ページほど送っていただきまして、13ページ、産業戦略部の総括表をご

覧ください。 

 ここに記載されている２つの発注機関が、それぞれ58％と87％と落札率が平均でも90％

を下回っております。先ほど申し上げた一般競争の県平均が93.9％ですので、これと比べま

すと、落札率が低い状況になってございます。 

 発注課のほうに確認したところ、管工事・電気工事であり、原材料費を安く仕入れること

ができる業者が落札したとの理由で低落札になったと思われるとの回答がございました。 

 また、落札者の次に低い金額で参加した業者、２番札ですが、入札金額率と落札率との差

は発注案件によって異なりますが、大体0.8％から15％ということでございました。 

 なお、先ほども申し上げたダンピング対策は、こちらでも未実施ということでございまし

た。 

 次に、21ページの資料２になりますが、令和５年度指名停止措置の状況についてでござい

ます。 

 指名停止につきましては、契約の相手方として適切ではない事由が認められる場合に、一

定期間、県が発注する競争入札等に参加することができないようにする行政機関内の内部

統制措置でございます。法律に基づく行政処分ではございません。 

 指名停止措置件数につきましては、計16件と、令和４年度と比べて５件減少してございま

す。 

 個別事案の詳細につきましては、次のページ以降をご覧おきいただければと存じます。 

 一旦、私からの説明は、以上でございます。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

○委員 

 ありがとうございました。 

 それでは、ご質問等があればということなのですが、何かございますでしょうか。 

○委員 

 基礎的なことを伺いたいのですが、一番最初の３ページで見たほうがいいかなという気

がするのですが、それぞれの参加者数というのは、１件当たりの平均ということでよろしい

わけですよね。 

○事務局 
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 はい、そうです。 

○委員 

 それで、ちょっと分からないのですが、随意契約で小数点が出るということはあり得るの

ですか。これはどういうときなのですか。全部１になるのかなと思っていたのですけれども。 

○事務局 

 なるほど。 

 １者随契ということもございますが、いわゆる指名競争という形を使わずに、例えば、あ

まりないのですが、複数者、２者での見積合わせということで、契約形態としては随意契約

という形で行うということはございますので、小数点が出るとすると、そういった点になる

かと。 

○委員 

 そういうのもあり得るわけですね。分かりました。ありがとうございます。 

○委員 

 そのほかに何かございますか。 

 大体従前どおりということかなと思っていて、特殊なケースにつきましては、×××とか

ですが、ご説明いただいたということかなというふうに思っています。 

 ほかに何か気づかれた先生方、いらっしゃいますか。 

 では、委員。 

○委員 

 落札率の低いところを先ほどご説明いただきましたが、あと病院局も結構低いようなの

ですが、病院局が70ぐらいですか。こちらも同じような設備、照明器具であるとか管である

とか、そういう工事ということなのでしょうか。 

○事務局 

 病院局の内訳の主なもの、確かに落札率の58％は一番低いところで、ちょっと確認いたし

ます。 

 一番低い×××、58.7％の落札率でございます。こちらにつきまして、2,700万円の契約

金額ということで、実際にこれは管工事ということで、ヒートポンプの給湯器の設備更新工

事、設備系とか機械系ですと、機器の価格がかなり安く仕入れられると、落札率も下がって

しまうような傾向というのはどうしても出てくるのかなというところです。 

 詳細につきましては、そういったところかと思いますが、こちらの分析につきましては、

次回等でご回答してもよろしいですか。 

○委員 

 はい。ありがとうございます。 

○委員 

 ありがとうございます。 
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 今のケースも、多分、ダンピング対策みたいなことはやっていないみたいな話なのでしょ

うね。 

○事務局 

 病院局ではやっていないという状況ですので、低入札調査とか最低制限価格といった制

度を設けていないので、そういった状況にもなっているのかなと思います。 

○委員 

 ありがとうございます。 

 ほかに何かございますか。 

 では、委員、どうぞ。 

○委員 

 指名停止について教えていただきたいのですが、この一覧表で、指名停止等の措置状況一

覧というものがあって、指名停止等というのは、指名停止以外にも何らかの措置ってあるの

かというのが一つと、指名停止期間は大体１ヶ月で、長いところは９ヶ月とかがあるのです

が、最短は１ヶ月、何らかの判断基準があってこういうふうに決めているのでしょうか。 

○事務局 

 お答え申し上げます。 

 指名停止等というものにつきまして、指名停止措置については、先ほど申し上げたように、

行政処分ではなく、契約相手方としてふさわしくないというところについて、一定期間、入

札を控えていただくというような形を取ってございます。 

 指名停止等につきましては、指名停止措置といういわゆる一定期間の入札参加の制限を

するという行為もございますが、もう１点、そこまでに至らない行為で、再発防止のために、

例えば、厳重注意とか、文書の注意とか行うというところで、指名停止等という表現をさせ

ていただいてございます。 

 もう１点が、期間につきまして、一番重いのが談合等の場合で12ヶ月とか24ヶ月というも

のがございますが、粗雑工事なんかも重いのですが、実際には、茨城県の指名停止措置要領

というものがございまして、こちらに基づいてこの期間というのは設定してございまして、

そちらで適用してございます。 

○委員 

 ありがとうございます。 

○委員 

 ありがとうございます。 

 ほかにございますか。 

 特によろしいですか。 

 では、そうしましたら、議題(１)につきましては、ここまでというふうにしましょう。 

 続きまして、議題(２)土木部における発注状況についてということで、引き続き、事務局
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のほうからお願いします。 

○事務局 

 引き続き、私のほうからご説明させていただきます。 

 今度は、資料３ 土木部の発注状況についてという資料をご覧いただければと思います。 

 これは、土木部発注工事の件数が最も多いため、個別にご審議いただくものでございます。 

 まず、25ページの土木部全体の契約件数、当初契約額、落札率の推移でございます。 

 集計につきましては、随意契約を除く一般競争入札、指名競争入札としてございます。 

 表１段目の契約件数のところの３行目、合計Ａをご覧いただきますと、例年、2,100件か

ら大体2,500件ほどで推移してございまして、令和５年度は、右側の黄色の部分でございま

すが、2,100件となっております。 

 前年の令和４年度と比較いたしまして、108件増となってございます。これは、先ほども

申し上げたように、昨年度の豪雨災害による災害復旧工事ということが主な要因でござい

ます。 

 契約件数につきましては、１行目の一般競争入札と２行目の指名競争入札を比べますと、

左側２番目の平成24年度から一般競争入札の数が指名競争入札を上回っている状況になっ

てございます。 

 これは、先ほども申し上げたような境地区の談合事件を受けまして、一般競争入札の適用

範囲を、平成24年６月なのですが、それまでの3,000万円以上から1,000万円以上に拡大した

ことによりまして、一般競争入札の件数が増加したものでございます。 

 １行目の一般競争入札のうち、括弧書きの総合評価方式につきましては、総合評価につき

ましては、価格のみによる落札ではなく、価格と価格以外の要素である業者の技術力や施工

体制といった能力を含めまして、総合的に落札者を決定する方式でございます。価格のポイ

ントと、いわゆる技術力のポイントというものを合算して、総合的に決めていくという形の

落札決定方式でございます。 

 本庁執行となる予定価格の1.5億円以上の工事を、原則全てこの総合評価ということで適

用してございまして、1.5億円未満の土木事務所の施工する工事につきましては、個別の工

事の技術的難易度により選定して、発注してございます。 

 1,000万円以上からできる形にはなってございます。 

 令和５年度は、一番右の黄色のところ、566件の実施、これは、一般競争入札前1,566件の

うち、35.8％の実施率となってございます。 

 次に、３段目の落札率でございますが、左側の列の真ん中にお示ししてございます落札率

の下段、12土木平均ですが、12の土木事務所・工事事務所の平均ということでございます。

こちらの落札率につきましては、令和５年度は94.4％となってございます。 

 令和４年度と比較しまして、0.2％と、やや減少になっている状況でございます。 

 次に、下から２段目の最低制限価格、ここの表記は、最低制限価格を下回った者のあった
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工事でございますが、これは、ダンピング対策として、適正な施工に最低限必要な金額を前

もって入札前に定めておりまして、この額を下回った入札者を自動的に失格とする制度で

ございます。 

 下から３段目の低入札調査価格制度も最低制限価格と同様な考え方なのですが、これは

自動的ではなくて、基準価格を下回れば調査を行いまして、適正な施工が確保できないと判

断すれば失格とする方式でございます。 

 いずれの制度につきましても、工事の品質確保、また、下請業者への代金のしわ寄せ防止、

適正利潤の確保などを目的とするダンピング対策といたしまして、基本的に、本県の場合は、

国が定める基準がございまして、こちらが大体二、三年ごとに最低制限価格、低入札調査基

準価格を見直してございますので、こちらに速やかに合わせまして、算定式の引き上げなど

を実施してございます。 

 直近では、令和４年度に見直しを行ってございます。 

 続きまして、下から３段目、低入札価格調査となった者のあった工事のところでございま

す。 

 令和５年度は、低入札価格調査の対象となった工事が、一番右の列にお示ししてある工事

件数ごとに30件ということで、その下の最低制限価格を下回った者のあった工事が286件ご

ざいまして、合わせて契約件数全体の15％の入札で、この水準以下のため、失格、または調

査の対象なっている状況でございます。 

 以上が、ダンピング対策ということでございます。 

 次の26ページ、土木部内で最も発注件数の多い土木一式工事の発注箇所別落札率順位を

整理したものでございます。 

 発注機関ごとに落札率の数％の差異はございますが、全て90％を超えております。 

 なお、令和５年度全体の落札率は94.6％となり、近年はほぼ94％台で、横ばいとなってご

ざいます。 

 なお、昨年度ご指摘のございました境工事事務所について、全体で最も低い落札率になっ

てございますが、平均落札率との差は、境の談合事件以降の低い落札率、かなりの叩き合い

が行われているという状況と見られるのですが、こういったものに近づきつつあるという

ことから、事務局としては、地域性は解消していくものと考えております。 

 今後も、継続的に注視してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○委員 

 ありがとうございます。 

 ここまで土木部にフォーカスをしていただきましたが、何かご意見とかご質問とかござ

いますでしょうか。 

 何となく、ダンピングというか、25ページの一番下のところの比率ですが、昔に比べると、
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若干増えているような気もするのですが、そのあたりの分析って、去年よりは下がっていま

すが、何か要因というのはあるのですか。 

○事務局 

 委員ご指摘のあるところは、落札で(Ｂ＋Ｃ)／Ａのところでございましょうか。 

○委員 

 そうそう。要するに、これは、最低価格よりも低い業者みたいなものがそこそこいる率で

すよね。 

○事務局 

 そうですね、はい。 

 最低制限価格の中で、だんだん増えてきているというのは、いわゆるダンピング対策とし

て、契約額自体を適正にといいますか、要するに、低い価格でのダンピングから、例えば、

賃金だったり、こういったものを各項目の中でダンピングのレンジをだんだん上げていっ

ている状況がございます。 

○委員 

 端的にダンピングをしてはだめという話が広まっているにもかかわらず、その率が上が

るというのは、それは果たしてこっちの決め方の問題なのか、それとも、業者の対応が、そ

れでも攻めるみたいな感じでやってくるのかとか、そういうあたりかなと思っていて。 

 攻めるというか、さらに下回る価格を出してしまうということから、それでも取りたいと

いうことなのかどうなのかみたいな、そんな話ではないかなと思うのですけれども。 

○事務局 

 ここら辺についてはちょっと分析させていただいて、次回でお示しさせていただく形で

よろしいでしょうか。 

○委員 

 はい、よろしくお願いします。 

 ほかに何か。どうぞ。 

○委員 

 低入札価格調査となった者のあった工事という、30件ということですが、調査となった結

果、妥当ですというものもあるのでしょうか。 

○事務局 

 結論から言うと、ございます。 

 あるとしても、かなり少ないもので、先ほど申し上げた、例えば、下水道工事などの機器

費の高いものだったりすると、価格の適正性ということで、ダンピング価格と言えるかとい

うところで、そういった調査を加えていきますと、できる形ということで、認めるケースも

ございますので、実際に、土木工事につきましては、ほぼ今のところ、低入札によっていわ

ゆる失格となったものはございますが、一部、確かに、こういった設備関係のものについて



10 

  

は、数は少ないですが、ございます。 

○委員 

 数は少ないけれども、まあ妥当でしょうとなったものも含めての15％ですね。 

○事務局 

 そうです。 

○委員 

 あと、低入札の価格を応札した業者であるとか、最低制限価格を下回って応札した業者と

いうのは、その後の入札に何か影響はあるのでしょうか。要は、ペナルティーみたいなもの

とか、総合評価のときに、その辺が何か評価のポイントとして上がるのかというあたりをお

聞かせください。 

○事務局 

 ペナルティー関係になりますが、昨年度までのルールでは、低入札調査の結果、契約でき

たもの、昨年については１件だけしかなかったのですが、まずは前払金が通常４割払えると

ころが２割だけになってしまったり、技術者制度のところで、兼務できたりするところが兼

務できなくなったりとかいうような縛りといいますか、より厳しく施工の品質に影響しな

いかどうかということを確認するような手続を取っております。 

○委員 

 よろしいでしょうか。 

○委員 

 はい。 

○委員 

 ほかに何かご質問等ございますか。 

 よろしいですか。 

 では、土木工事につきましてはこの辺にしておきまして、続きまして、議題(３)「委員が

必要と認める事案」に関する提案についてということで、これもまた事務局のほうからお願

いします。 

○事務局 

 引き続き、ご説明申し上げます。 

 お手元の資料、27ページに沿って、「委員が必要と認める事案」に関する提案をご説明さ

せていただきます。 

 今回の審議対象は、１者応札の取扱い改正初年度の令和５年度の発注実績になることか

ら、その状況を委員の皆様にご審議していただきたく、茨城県入札監視委員会運営要領第９

に定める「委員が必要と認める事案」として、１者応札の案件をご審議いただくことをご提

案させていただくものです。 

 今回は、今年度、ご審議いただくことについての可否をお願い申し上げます。 
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○委員 

 これまでも、例年、１者応札については、我々も何となく興味を持って見てきたところで

ありますので、引き続き、そこについてウォッチしていくということでよろしいのかなとも

思うのですが、この点、皆様のご意見はいかがでしょうか。 

 従前どおりということでよろしいですかね。 

〔「異議ありません」の声あり〕 

○委員 

 では、このご提案どおり、今年もそれを行うということでお願いしたいと思います。 

○事務局 

 ありがとうございます。 

○委員 

 では、ご提案についての議題も終わりということでございまして、そうしましたら、本日

の議題についてはここまでということかなと思いますので、何か事務局のほうで追加とか

ございますでしょうか。特によろしいですか。 

○事務局 

 事務局のほうからは、以上でございます。 

○委員 

 分かりました。 

 それでは、ここまでのことを踏まえまして、本日の審議は以上で終了ということになると

思いますので、ご協力ありがとうございました。 

 

（以下、進行など省略） 


